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二極化の進行により流路が固定され、砂州上への冠水頻

度も低下し砂州上の樹林化を促進させている（図-3）。 

床止め上流区間は過去の洪水により河岸浸食が生じた

ことから河岸を護岸で防御している。護岸整備箇所では

前面の河床低下により洪水時に護岸の被災が生じた場

合、堤防が決壊に至る可能性があり、その場合札幌市街

地に甚大な浸水被害が生じる。その対策として昭和62年

から護岸基礎を継ぎ直す工事（根継ぎ護岸）を継続的に

実施している（図-4）。 

 

3. 河床低下対策工検討 

床止上流区間における河床低下対策を進めるにあたっ

て、大型模型実験（1/40縮尺）及び平面二次元河床変動

解析を実施し、対策工の効果を検証した。 

豊平川における河床低下対策案としては、現状の応急

的な対策として、河床の低下に合わせて低水護岸の機能

を損失する箇所を根継ぎする護岸根継ぎ案、河床低下を

抑制する対策として、現況の河床高を維持するために帯

工を設置する帯工設置案、床止めを設置することにより

土砂を補足し河床を上げる床止め設置案が考えられる。 

既往検討より帯工設置案は、根継ぎ箇所が少なるため

対策効果が高く、さらに、落差が生じないため環境への

影響も少なく有効であることから対策工として選定した。 

 

（1）実験条件 

大型模型実験施設のモデルの妥当性を確認するため、

再現性検証実験を行い、その後、現況施設での将来予測

実験及び河床低下対策実施後の将来予測実験を行った。

実験において設定した条件を表-1、2に示す。なお、上

流端土砂供給条件については、直轄区間より上流の河床

の露岩状況を踏まえ、給砂量を考慮しないこととした。 

a) 模型の範囲 

 検討区間は8号床止からKP21.4とし、対策区間の上流

800ｍの助走区間を設けて、上流端をKP22.2とした。

また、対策区間の下流についても800ｍの助走区間を設

けて、下流端を6,7号床止とした（図-5）。 

b) 河床材料 

再現検証実験の河床材料は、再現期間の平成18年と

平成23年の調査結果をもとに、「河道計画検討の手引

き」より河床変動に寄与する粒径として、細粒分を除

いて粒度分布を設定した1)。現地河床材料と比較検討

した結果、洗砂利5割：精選砂5割を混合することで現

地と同等の粒径分布となった。将来予測実験について

も同様に最新調査結果をもとに粒度分布を設定した。 

c） 流量条件 

再現検証実験の流量条件は、Q=400m3/s（河床変動が

活発化する無次元掃流力τ*＝0.05以上となる流量）

以上を対象とした。また、時間縮尺は、岩垣の限界摩

擦速度式に砂粒の水中比重に1.65、動粘性係数に

0.01cm2/sec、重力加速980cm/sec2 を用いると、実験で

使用する河床材料の代表粒径3.9mmより、岩垣式によ

表-1 再現検証実験条件

 
表-2 将来予測実験（無対策、対策工）条件 

 

河床形状 平成18年測量成果 

河床材料 平成18年、平成23年河床材料調査平均値 

流量 
平成19年～平成23年の400m3/s以上（τ*＝

0.05以上となる流量）を対象 

流況 非定常流量 

給砂量 なし 

支川合流 真駒内川（常盤観測所の流域面積比流量） 

河川工作物 橋脚、床止工、樹林帯 

 

 

図－3 航空写真による変遷図（中州樹林の変化） 
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図－4 根継ぎ護岸対策図(KP20.0)  

 

 
図－5 実験区間模式図  
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度よりも大きく、砂州上の摩擦速度は、限界摩擦速度よ

りも小さい値となったことから平均年最大流量規模で二

極化が進行することが予想される。KP19.4上流において

は河道湾曲部で河川横断上比高差が顕著であり、二極化

が進行しているため、河川横断上での摩擦速度を平滑化

するため、帯工設置と合わせて砂州を切り下げ平均河床

高に河道を整正し、その効果を確認した。 

 

（4）無対策工検証実験 

  平均年最大流量（30年相当）流下後及び整備計画目

標流量流下後の河床変動予測実験を行った。現況施設で

の平均年最大流量（30年相当）流下後では二極化が進行

している湾曲部（KP19.4～KP20.2）及び上流からの流砂

が少ない上流部（KP20.2～KP21.2）について一連で河床

低下し、KP20.1～20.4では上流で河床低下した土砂が堆

積し砂州が生じる結果となった（図-11、13、14）。

 

一方で整備計画目標流量の外力においても同様に河床低

下の傾向がみられ、湾曲部における最大低下量は1.9mと

なり、現況施設では河床低下が著しく、河川構造物等へ

の影響が懸念される（図-12、13、15）。 

 

（5）対策工検証実験 

対策工の効果について無対策と河床変動高、変動

量を比較し、外力の違いによる効果を以下に述べる。 

a) 平均年最大流量（30年相当） 

 二極化が進行し経年的に河床低下が進行している

湾曲部について、河床変動量をみると、対策工は無

対策に比べ、52000㎥程度河床低下を抑制することを

確認した（図-11）。また、上流部でも同様に河床低

下が抑制され、帯工⑥上流の新藻岩橋及び帯工⑦上

流の藻岩上の橋において河床低下を抑制し対策工と

しての有効性を確認した。 

 一方で上流の流砂を抑制した結果、下流の河床低

下が無対策に比べ大きくなり、ミュンヘン大橋及び

南二十二条大橋付近では河床低下が生じ、対策工と

して課題がみられたが、検討区間全体では44000㎥程

度河床低下を抑制することを確認した（図-11、13、

14）。 

b) 整備計画目標流量 

検討区間全体では65000㎥程度河床低下を抑制し、

湾曲部についても43000㎥程度河床低下を抑制する結

果となった（図-12）。ただし、湾曲部外岸側での洗

掘及び内岸側での土砂堆積が生じ、河川横断上比高差

が生じる結果となった（図-15）。また、藻岩上の橋

上流から真駒内川合流点付近までの帯工対策を実施し

ていない区間において著しい河床低下が生じた。 

 

 
図－11 平均年最大流量（30年相当）流下後河床変動量（無

対策実験（上）、対策工検証実験（下）） 

南十九条大橋

八号床止

南二十二条大橋 ミュンヘン大橋 新藻岩橋

藻岩上の橋

帯工① 帯工③ 帯工④ 帯工② 帯工⑤ 帯工⑥ 帯工⑦

-50,000

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

16.6 16.8 17.0 17.2 17.4 17.6 17.8 18.0 18.2 18.4 18.6 18.8 19.0 19.2 19.4 19.6 19.8 20.0 20.2 20.4 20.6 20.8 21.0 21.2

河
床

変
動

量
(m

3 )

距離標 (KP)

 

 
図－12 整備計画目標流量流下後河床変動量（無対策実験

（上）、対策工検証実験（下）） 

 

 

 

図－13 最深河床高縦断図（平均年最大流量30年後（上）、

整備計画目標流量後（下）） 
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  平均年最大流量（30年相当）流下後と同様に湾曲部

より下流のミュンヘン大橋及び南二十二条大橋につい

ては河床低下が進行する結果となった（図-12、13、

15）。 

c) 局所的な洗堀について 

対策工実験における帯工⑥下流のKP20.3について、平

均年最大流量（30年相当）流下後で下流の砂州の影響

を受け澪筋が偏り、流れの集中による深掘れ現象が生

じ、低水護岸への影響が懸念され帯工設置に課題が残

った（図-16、17）。 

d) 橋梁橋脚部への影響 

無対策実験での河床低下が著しい新藻岩橋周辺

（KP20.39）について、対策工における整備計画目標流

量流下後の最深河床低下量は無対策に比べ、0.65m河床

低下を抑制する効果が見られたが、橋梁橋脚部ではフー

 

図－16 帯工⑥直下流KP20.3横断図 

（対策工検証実験） 
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図－17 帯工⑥直下流KP20.3平均年最大流量30年通水後写真

（対策工検証実験） 

 

図－18 整備計画目標流量流下後の新藻岩橋横断図（無対策

実験、対策工検証実験） 
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図－14 平均年最大流量30年流下後河床変動高コンター図（無対策実験（上）、対策工検証実験（下）) 

 

図－15 整備計画目標流量流下後河床変動高コンター図（無対策実験（上）、対策工検証実験（下）) 
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チング基礎高（標高53.11m）以下の洗掘が確認され対策

工として課題がみられた（図-18）。 

 

（6）平面二次元河床変動解析による対策工効果検証 

模型実験で得られた結果について計算でも同様の対策

における効果を検証し、比較を行った。計算条件を表-3

に示す。実験と計算で平均年最大流量（30年相当）流下

後の河床低下対策効果を比較した結果、湾曲部外岸側及

び上流部の橋梁箇所での洗堀が抑制され、実験値と概ね

同様な傾向となり、計算においても河床低下対策工の有

効性を確認した（図-19）。 

表-3 計算条件 

河道形状 平成27年測量成果 

平面形状 

流下方向：271測線（約20.0m間隔） 

横断方向：21測線（約10.0m間隔） 

低水路10分割、高水敷5分割×2 

粗度係数 

低水路：粒径によって変化 

高水敷：～KP10.20：n=0.050 

～KP21.40：n=0.040 

樹木 
投影面積密生度（透過係数） 

抗力係数cd=1.2 

橋脚 
投影面積密生度（透過係数） 

抗力係数cd=1.2 

流量 
30年予測（近15カ年の時刻流量（H12-H26）×2

回）+整備計画流量 

固定点 高水敷、床止め、帯工、根固め 

河床材料 
混合粒径 

KP16.4～KP21.4：H23出水後の細粒分以外 

上流端土砂 静的平衡条件 

流砂量式 
掃流砂量：芦田・道上の式 

浮遊砂量：Lane-Kalinskeの式 

4. おわりに 

昭和56年出水以降河道内の二極化が進行したことで、

それまでの横断方向の変化から、縦断方向への変化が顕

著となる河道変化が生じてきた。また、二極化による平

常時の砂州上への冠水頻度の低下は、砂州が樹林化し更

なる河床低下の原因となっていると考えられた。 

河床低下対策工を検討するため、床止上流区間におけ

る帯工配置及び砂州の切り下げによる河床低下対策につ

いて、大型模型実験（1/40縮尺）及び平面二次元河床変

動解析により、その効果を検証した。 

本論での検討結果を以下にまとめる。 

・帯工7基設置及び砂州切り下げによる河床低下対策

工について、平均年最大流量規模の中小出水では

河床低下抑制効果が確認できた。ただし、河道湾

曲部の帯工直下流については局所的な洗掘が生じ

課題となったため、設置場所や構造上の更なる検

討が必要と考えている。 

・整備計画目標流量規模の外力が大きい出水について

は、河床変動高及び変動量が大きく既設構造物の

安全性について治水上の課題がある。 

・藻岩上の橋上流から真駒内川合流点付近までの帯工

対策を実施していない区間において、著しい河床

低下が生じ、対策の必要性が示唆された。 

・KP20.2から下流部は、対策工により上流部（KP20.2

～KP21.2）及び湾曲部（KP19.4～KP20.2）の河床低

下を抑制することにより上流からの供給土砂が少

なくなり、無対策より河床低下傾向となったため、

既設構造物の安全性について留意する区間である。 

・平面二次元河床変動解析結果においても実験値と同

様に湾曲部外岸側及び上流部の橋梁箇所での洗堀

が抑制され、対策工の有効性を確認した。 

本検討結果を踏まえて今後は既設構造物の安全性につ

いて定量的に評価を行い、帯工の設置基数や配置の見直

し等について、模型実験や河床変動解析により河床低下

対策工の検討を進めて参りたい。 
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図－19 平均年最大流量（30年相当）流下後の対策工河床変動高コンター図（実験結果（上）、計算結果（下）） 
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